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平成24年３月31日（土）

 

号　　外（６）

目 次

規　　　　　則

　○山形県県税規則の一部を改正する規則…………………………………………………………（税　政　課）…１

  規　　　　　則  

　山形県県税規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成24年３月31日

山形県知事　　吉　　　村　　　美　栄　子

山形県規則第25号

　　　山形県県税規則の一部を改正する規則

　山形県県税規則（昭和29年６月県規則第42号）の一部を次のように改正する。

　附則第13項の前の見出し、同項及び第14項中「附則第14条の３第５項」を「附則第14条の３第３項」に改める。

　別表２県民税の項中「第53条第47項」を「第53条第46項」に、「第53条第48項」を「第53条第47項」に改め、同表

３事業税等の項中「第72条の49第11項」を「第72条の48の２第12項」に改め、同表４不動産取得税の項中「附則第

14条の３第２項及び第４項」を「附則第14条の３第２項」に改める。

　別記第14号の３様式中

「（注）１　「営業所等の所在地及びその名称」の欄は、営業所等単位で申告している場合

　　　　　に記載してください。 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　２　「種類」の欄は、当該項目の左欄に○印を記入してください。          　　　　  」

「（注）１　「営業所等の所在地及びその名称」の欄は、営業所等単位で申告している場合

　　　　　に記載してください。

　　　　２　「種類」の欄は、当該項目の左欄に○印を記入してください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

　別記第99号様式を次のように改める。

(毎週火・金曜日発行)
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法人の設立（事務所等の開設）　

・解散・合併・清算結了申告書

年　　月　　日　　

　　　山形県何総合支庁長　殿

(フリガナ)　　　　　　　　　　　　
所　在　地　　　　　　　   　　　　

  (フリガナ)　　　　　　　　　　　　
名　　　称　　　   　　　　　　　　

 (フリガナ)　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　魁　　

電 話 番 号　　　　　　　　　　　　

　次のとおり申告します。

事業の目的　　　　　　月　　　日から　　　月　　　日まで
事業

年度

第99号様式

（表）

受付印

郵便番号　　　　　   電話番号　　　（　　　　）
所在地魁氏 名関与税理士

年　 月　 日解 散 年 月 日

郵便番号　　　　　   電話番号　　　（　　　　）
住(居)所

清算人解散

氏 名

年　 月　 日合 併 年 月 日

郵便番号　　　　　   電話番号　　　（　　　　）
所 在 地

被合併

法 人
合併

名 称

　　　　　年　　　　　月　　　　　日清算結了年月日
清算

結了

※提出に当たっては裏面の注意事項をご覧ください。

設
  立
 （
 開
  設
 ）

月県民税（ 有 ・ 無）月事業税（有 ・ 無）
申告期限の延長承認（処分）の

有 無

□山形県のみ□２都道府県

□３都道府県以上

事務所等（本店等を含む）が

設置されている都道府県数
年　月　日

設 立 （ 開 設 ）

年  月  日

円資 本 金 等 の 額円
資 本 金 の 額 又 は

出 資 金 の 額

郵便番号　　　　　   電話番号　　　（　　　　）所
在
地

山形県以外に本店等の所在地
がある法人の山形県内の事務
所 等

郵便番号　　　　　   電話番号　　　（　　　　）所
在
地

申 請 書 等 の 送 付 先
が 本 店 所 在 地 と 異
な る 場 合

年　 月　 日廃 止 年 月 日

郵便番号　　　　　   電話番号　　　（　　　　）
所
在
地

山形県以外に
本店等の所在
地がある法人
の山形県内の
事務所等を廃
止する場合

事
務
所
の
廃
止 有  ・  無

事務所等廃止後

の県内事務所

名
称
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（裏）

　（注）１　法人を設立した場合又は事務所等を開設した場合には当該設立又は開設の日から２月以内に、解散又

は合併をした場合には当該解散又は合併の日から１月以内に、清算結了をした場合には当該事実の発生

の日から10日以内に申告してください。

　　　　２　この申告書には、次に掲げる書類を添付してください。

　　　　　(1)  法人を設立又は事務所等を開設した場合

　　　　　　登記事項証明書及び定款、寄附行為、規則、規約その他これらに準じるものの写し

　　　　　(2) 法人が合併した場合

　　　　　　存続会社及び解散会社の登記事項証明書並びに合併契約書の写し

　　　　　(3) 法人が解散又は清算結了した場合

　　　　　　登記事項証明書

　別記第164号の11様式の注書第６項中「及び第２号」を削り、同項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号

を第２号とする。

　　　附　則

　この規則は、平成24年４月１日から施行する。



平成24年３月31日印刷

平成24年３月31日発行

発行所　 山　 形　 県　 庁

発行人　 山　 　 形　 　 県

〒990-0071 山形市流通センター一丁目5-3

印刷所　 坂 部 印 刷 株 式 会 社
印刷者　 坂 部　 登

電話　山形(631)2057   (631)2056


